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令和５年度国の施策及び予算に関する提案(通称｢白本｣)について 

◆ 配付資料

資料１ : ｢白本｣提案項目 

資料２ : ｢白本｣提案項目の前年度からの変更点 

資料３ : ｢白本｣提案事項詳細説明 

資料４ : ｢白本｣要請活動フローチャート 

依頼文 : 国の施策及び予算に関する提案について 



1 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 1 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正

2 大都市税源の拡充強化 2 大都市税源の拡充強化

3 国庫補助負担金の改革 3 国庫補助負担金の改革

4
地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と
臨時財政対策債の廃止

4
地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と
臨時財政対策債の廃止

5 多様な大都市制度の早期実現 5 多様な大都市制度の早期実現

6 子ども・子育て支援の充実 6 子ども・子育て支援の充実

7 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実 7 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実

8 地方公共団体情報システムの標準化・共通化の課題の解決 8 インフラ施設の長寿命化対策

9 子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策 9 子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策

10 脱炭素社会の実現 10 システム標準化及びガバメントクラウド構築に対する指定都市への意見聴取等

11
ウィズコロナ・ポストコロナ時代における中小企業等の事業継
続と前向きな取組への支援

11 医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立

12 インフラ施設の長寿命化対策 12 脱炭素社会の実現

13 地域医療体制の維持に対する必要な財政支援 13 学校における働き方改革の推進

14 義務教育施設等の整備促進 14 義務教育施設等の整備促進

15 下水道事業における国土強靱化のための財源の確保 15 下水道事業における国土強靱化のための財源の確保

｢白本｣提案項目

令和5年度提案項目

＜新型コロナウイルス感染症関係＞

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と
社会経済活動の両立に向けた対応

＜税財政･大都市制度関係＞

＜個別行政分野関係＞

令和4年度提案項目

＜新型コロナウイルス感染症関係＞

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と
社会経済活動の両立に向けた対応

＜税財政･大都市制度関係＞

＜個別行政分野関係＞
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1 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正

2 大都市税源の拡充強化

3 国庫補助負担金の改革

4
地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と
臨時財政対策債の廃止

5 多様な大都市制度の早期実現

6 子ども・子育て支援の充実

7 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実

8 地方公共団体情報システムの標準化・共通化の課題の解決

9 子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策

10 脱炭素社会の実現

11
ウィズコロナ・ポストコロナ時代における中小企業等の事業
継続と前向きな取組への支援

12 インフラ施設の長寿命化対策

13 地域医療体制の維持に対する必要な財政支援

14 義務教育施設等の整備促進

15 下水道事業における国土強靱化のための財源の確保

｢白本｣提案項目の前年度からの変更点

＜新型コロナウイルス感染症関係＞ ７項目 <前年度からの変更点など> 12項目

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と
社会経済活動の両立に向けた対応

以下の内容を追加
・検査体制や治療薬の確保
・児童・生徒の感染対策と教育機会の確保
・在住外国人に対する適切な情報提供と就労支援
・水際対策の確実な実施
・感染症対策に関する事務・権限の移譲

＜税財政･大都市制度関係＞ <前年度からの変更点など>

継続

継続

継続

継続

継続

＜個別行政分野関係＞ <前年度からの変更点など>

医療的ケア児の受入れ体制整備に関し、財政措置等がなされたこと
を踏まえ更なる拡充を要請

継続

昨年度「新型コロナウイルス感染症関係」の項目の１つとして要請
個別行政項目としては新規であり、要介護者・小児・妊産婦・透析
患者等への医療提供体制の確保、及び高齢者・障がい者施設等の入
所者への医療体制の構築支援を追加

継続

継続

GIGAスクール運営支援センターの整備費に対する十分な財政措置
を講ずることを追加

昨年度「システム標準化及びガバメントクラウド構築に対する指定
都市への意見聴取等」として提案
大都市特例などの指定都市特有の事務や地方自治体の独自施策、
システム共通基盤にも十分に対応した標準仕様とすることを追加

不妊治療の保険適用が2022年度より開始されたことから、提案内
容から削除

地球温暖化対策を主目的とする事業以外であっても地球温暖化に資
する事業に対し、補助金等の財政支援を拡充することを提案

昨年度「新型コロナウイルス感染症関係」の項目の１つとして要請
個別行政項目としては新規
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「白本」提案項目詳細説明 資料３
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1月13日

3月7日

4月4日

4月15日 4月28日

5月13日

5月27日

6月6日

6月14日

7月下旬～8月上旬

8月下旬

「白本」要請活動フローチャート

　　昭和47年から、翌年度の国家予算に関して指定都市共通の特に重要な事項について市長・議長の連名により、
要請活動を実施しています。
　　従前は、各省庁の予算概算要求策定の段階（7月末）に関係各省庁及び政府与党へ要望を行うため、市長・議長
会議を開催のうえ要望書を決定し、会議終了後に要望活動を行い、12月下旬等の大蔵原案に対する復活折衝が行
われる段階でも、関係各省庁及び政府与党へ要望活動を実施していました。
　しかし、国の予算編成方法が大幅に変更されるのに伴い、予算概算要求策定の段階（7月末）において、市長・議
長により関係各省庁及び政党へ要請活動を行っています。
　活動方法については、平成18年度以降、「要望」型から「提案」型に変更しています。

窓口・財政担当課長、東京事務所次長・副所長合同会議

・国の施策及び予算に関する提案項目の選定及び
要請活動の進め方(案)について協議

原局局長会議

① 原局としての提案書案を作成
② 各項目を説明する簡潔な参考資料作成

財政担当課長会議

・税財政関係の文案についての協議

窓口・財政担当課長、東京事務所次長・副所長合同会議

① 提案項目に係る参考資料等を基に、提案書案について協議
② 要請活動の進め方について協議

原局局長会議に提案項目案の選定を依頼

・窓口・財政担当局長、指定都市市長会事務局長名で、

市長・議長提案にふさわしい提案項目の選定を依頼

財政担当局長会議

・税財政関係の文案についての協議

窓口・財政担当局長合同会議

・提案書及び要請活動の進め方について決定する（原局局長会議提案事項の変更・修正等についても最終決定を行う）。

各市での意思決定
・市長及び議長決裁による意思決定を行う。

市長・議長による要請活動

・各指定都市で分担して要請する。
・要請先 ： 関係省庁の大臣、副大臣、政務官及び事務次官(局長級以下への要請者は各市の判断による) 、各政党の役職者

市長による要望陳述

・政党の政務調査会等の会議において会長等が陳述する。

原局局長会議に提案項目の文案作成を依頼

・窓口・財政担当局長、指定都市市長会事務局長名で、

市長・議長提案にふさわしい提案項目の原稿作成を依頼

税制担当課長会議

・税制関係の文案についての協議

アンケートの実施
・提案項目の選定に関する照会を実施
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令 和 ４ 年 6 月 2 9 日 

行財政改革･大都市制度調査特別委員会 委員各位 

企画調整部企画課 
大都市制度・広域行政担当課長 

国の施策及び予算に関する提案について(依頼) 

指定都市においては、翌年度の国家予算に関して、特別に重要な事項について｢国の施策
及び予算に関する提案｣(以下｢白本｣という。)を市長、議長の連名により作成し、要請活動
を実施しています。 
例年、各原局局長会議において議論された項目の中から、白本に掲載すべきものを選定
し、提案しています。 
つきましては、令和６年度以降の白本提案事項の選定に向け、各原局局長会議において
議論すべき項目について、行財政改革･大都市制度調査特別委員会委員の皆様のご意見があ
りましたら、下記のとおりご連絡くださいますようお願いいたします。 

記 

1 議論すべき項目 
以下の視点からご検討ください。 
国家予算編成に当たり、真に必要な喫緊の課題に係る事項であること。 
昨今の社会情勢などを勘案した内容であること。 
市長･議長の提案としてふさわしい項目であること。 
真に必要な制度の創設･改善に係る課題であり、指定都市として要請すべき提案で
あること。 
指定都市に共通する課題、又は大都市特有の行財政課題に係る事項であること。 
単なる補助制度の拡充強化を求めるものでないこと。 

2 連絡方法 
議論すべき項目が生じた場合は、随時、企画課大都市制度･広域行政担当(電話
457-2086)宛てご連絡ください。様式は問いません。 


